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８月６日に終わった１週間の新規失業保険申請件数（季節調整済み）は、30.8万件と市

場予想である31.5万件を下回り、前週の31.4万件から0.6万件減少した。トレンドを示す４

週間移動平均をみると、30.9万件と前週の31.6万件から減少し水準が切り下がっている。

04年後半の34万件、05年前半の32万件からも低下していることから、非農業部門雇用者数

は04年後半から今年１月にかけての前月差＋160千人程度の推移から、同＋200千人程度の

拡大ペースにシフトしていると判断される。 

30.8 万件と市

場予想を下回り

前週から 0.6 万

件減少 

一方、７月30日に終わった週の失業保険受給者数は、257.3万人と依然として水準が高い

ものの緩やかな減少トレンドを辿っており、雇用環境の改善を示している。また、７月30

日に終わった週の失業保険受給者比率が2.0％と７月の2.0％と変わらずとなっていること

から足下の失業率は5.0％～5.1％で推移していると考えられる。 

  

先行きの雇用を取巻く環境をみると、今後も価格競争の激化が続くとみられリストラ件

数は高水準を維持し雇用の増加を抑制する要因となろう。一方、労働生産性はプラス基調

を維持しているものの余剰生産能力の縮小によって鈍化傾向を辿る可能性が高い。さらに、

雇用に先行する景気が2003年４～６月期から2005年７～９月期まで平均して潜在成長率を

上回るペースで拡大しているとみられる。そのような中、７～９月期のマンパワー社によ

る新規雇用計画調査や経営者団体の景況調査における雇用計画など、各種雇用関連調査で

は採用拡大が示唆されている。景気拡大が続くもと期待成長率の高まりに伴い企業の採用

意欲が強くなっている。また、規模別でも多くの雇用を抱える中小企業の雇用計画（「増

やす」－「減らす」）が足下７月に14％と再び上昇し、中小企業での雇用の拡大を示唆し

ている。以上のことから、年内の非農業部門雇用者数は前月差＋200千人程度が維持される

と見込まれる。 

年内、非農業部門

雇用者数は前月差

＋200 千人程度の

拡大が見込まれる 

エネルギー価格の急上昇の影響を一時的に受けるとみられるものの、雇用環境の改善に

伴い賃金も緩やかなペースで上昇することから、所得が拡大傾向を辿るとみられ、個人消

費は堅調さを維持すると予想される。 
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新規失業保険申請件数の推移
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失業保険受給者数と受給者比率の推移
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非農 業部門雇用者数
差、左）（前月

 

 
(出所)労働省
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(注）○は減税によって押し上げられた時期

(出所）ＩＣＳＣ・ＵＢＳ
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モーゲージ金利と購入用ローン申請動向
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モーゲージ金利と借り換えの推移
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